






























私こと 1997年 4月に新設の国際経営経済分析大講座の東アジア経済システム担当教授として 12年在
職しました。教育面では学部においては比較的多数の学部のゼミ生を育てることが出来ました。また大
学院においては 5人の院生に博士号を授与するとともに 1人の博士課程学生を米国のコロンビア大学大






































































































    前期：4月 21 日（火）、5月 19 日（火）、6月 16 日（火）、7月 21 日（火） 
   後期：10 月 20 日（火）、11 月 17 日（火）、12 月 15 日（火）、1月 19 日（火） 
現在予定されている研究報告は下記の通りですので、大勢の方のご参加をお待ちしております。 
 





  時 間： ４月 21 日 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 108 演習室 








                                          １６．APR．０９ 







































 ≪乱闘場所付近 300m 先に武警のﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ≫ 
≪看板などが破壊された人民政府≫ 
 
          ≪向こう側が感恩城村≫ 




                 ≪宝上村川の武警待機場所 → 

































④３／１１ 広東省肇慶市 立ち退き補償で衝突  暴動レベル０。 
・実状 肇慶市の住民が鉄道建設用地の立ち退き補償をめぐって当局と衝突。少なくとも３０人が負傷、１００人
が拘束されたという。 
・理由 同市から貴州省貴陽市を結ぶ鉄道の建設に当たって立ち退きを求められた住民が経済補償を要求。  









⑥３／１９ 重慶市 治安部隊兵士銃撃され死亡  暴動レベル０。 















・経過 萍郷市公安局が数百人の警察官を出動させ、群集を退散させた。  

















⑫３／１６ 四川省甘孜チベット族自治州の巴塘県で爆発。 暴動レベル１。 
・実状 巴塘県の村役場で爆発が起きた。地元当局はテロリストが爆弾を投げ込んだという。死亡者はなし。 
⑬３／１８ ラサ駅で大量のダイナマイト発見  暴動レベル０。 
・実状 武装警察がラサ駅で大量のダイナマイトが詰められたトランクを発見した。 
・経過 武警隊員がロボットを使って爆破させた。公安はこれを手がかりに不法組織を摘発したという。 









暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 










































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1   25.5 29.8 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2 月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1 月と２月を合計した増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノ
の貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
